
 
 
 
 
 

 

 
 
   

 

 

 
   

 
   

   

 
   

   

   

   

   

   

   

 
 

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 
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(百万円未満切捨て)

１．平成24年12月期の連結業績（平成24年１月１日～平成24年12月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 11,794 10.8 1,525 77.0 1,540 80.1 1,439 49.2
23年12月期 10,646 15.9 861 ― 855 ― 964 ―

(注) 包括利益 24年12月期 1,654百万円( 126.5％) 23年12月期 730百万円( ―％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年12月期 52.30 ― 10.3 8.4 12.9
23年12月期 34.39 ― 7.4 4.7 8.1

(参考) 持分法投資損益 24年12月期 ―百万円 23年12月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 18,314 14,405 78.6 538.82
23年12月期 18,353 13,433 73.2 480.92

(参考) 自己資本 24年12月期 14,396百万円 23年12月期 13,429百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年12月期 2,621 △368 △1,881 2,563
23年12月期 282 △191 △821 2,168

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年12月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 139 14.5 1.1
24年12月期 ― 5.00 ― 10.00 15.00 405 28.7 2.9

25年12月期(予想) ― 5.00 ― 10.00 15.00 37.5

３．平成25年12月期の連結業績予想（平成25年１月１日～平成25年12月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 6,500 9.8 900 5.4 910 5.3 550 △33.9 19.98
通 期 13,000 10.2 1,800 18.0 1,820 18.1 1,100 △23.6 39.96



  

   

   

   

   

   

   

 

   
  

   

   

（２）個別財政状態 

 
   

   

     

 

   

 

   

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年12月期 29,000,000株 23年12月期 29,000,000株

② 期末自己株式数 24年12月期 2,280,681株 23年12月期 1,075,595株

③ 期中平均株式数 24年12月期 27,526,914株 23年12月期 28,058,059株

(参考) 個別業績の概要
１．平成24年12月期の個別業績（平成24年１月１日～平成24年12月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 11,422 12.2 1,283 102.2 1,461 32.2 1,405 20.9
23年12月期 10,184 17.5 634 ― 1,105 ― 1,162 ―

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

24年12月期 51.05 ―
23年12月期 41.44 ―

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 17,623 13,859 78.6 518.70
23年12月期 17,726 12,947 73.0 463.66

(参考) 自己資本 24年12月期 13,859百万円 23年12月期 12,947百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
1.上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々
な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
2.配当の状況に関しましては、平成25年12月期の第２四半期末の配当は５円、期末配当は10円とさせていただく予
定です。
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① 当連結会計年度の経営成績 

（事業環境） 

 当連結会計年度の我が国経済は、エコカー補助金などの政策効果や復興需要などにより回復の動きが

見られたものの、その後は欧州債務問題による不確実性が高くなり、円高の長期化や競争力の低下によ

る家電業界の低迷、また中国市場での販売不振による各種産業での生産活動の低下など、調整色を強め

ながら推移してまいりました。 

（受注、売上および受注残の状況） 

 このような事業環境のなか、当社グループの受注につきましては、第３四半期連結累計期間までは前

年同期を大きく上回っていたものの、第４四半期連結会計期間に入り減速が見られ、当連結会計年度の

受注高は126億２千１百万円（前連結会計年度比13.3％増）となりました。売上高につきましては、期

首受注残をほぼ計画どおり生産できたことなどから117億９千４百万円（前連結会計年度比10.8％増）

となり、期末受注残高は45億２千９百万円（前連結会計年度比22.3％増）となりました。 

（損益の状況） 

 損益面につきましては、生産がほぼ計画どおり進捗したことに加え、コスト管理の徹底や商品の高付

加価値化に努めた結果、売上原価率は前年実績の53.2％から50.0％へと改善し、売上総利益は前連結会

計年度に比べ９億１千６百万円増加しました。販売費及び一般管理費につきましては、業績回復による

販売経費の増加や業績連動賞与の増額があったものの、その他の一般経費の抑制に努めたことにより、

２億５千３百万円の増加にとどまりました。その結果、営業利益は15億２千５百万円（前連結会計年度

比77.0％増）、経常利益は15億４千万円（前連結会計年度比80.1％増）となりました。また、税務上の

繰越欠損金が解消されたことによる税効果への影響、および繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討し

た結果、繰延税金資産を追加計上したことなどにより、当期純利益は14億３千９百万円（前連結会計年

度比49.2％増）となりました。 

なお、当社グループでは、インド地域における当社製品の販売および特注試験装置の保守サービスの

提供等を目的として、インド共和国ハリヤナ州グルガオンにオノソッキインディア（Ono Sokki India

Pvt.Ltd. 資本金３千万インドルピー、代表取締役 峯清士）を設立し、平成24年９月１日より営業を開

始いたしました。また、中華人民共和国における当社製品の販売拡大および特注試験装置の保守サービ

スの充実等を目的として、上海市に上海小野測器測量技術有限公司（Ono Sokki Shanghai Technology

Co.,Ltd. 資本金３百万人民元、総経理 沼田肇）を設立し、平成24年10月29日より業務を開始いたしま

した。両社の当連結会計年度業績への影響は軽微であります。  

  

セグメント別の業績は、次のとおりであります。  

＜計測機器＞ 

 「計測機器」におきましては、受注高が43億９千２百万円（前連結会計年度比0.6％増）、売上高が

43億９千３百万円（前連結会計年度比0.1％減）、営業利益は４億８百万円（前連結会計年度比10.1％

増）となりました。製品群別の概況では、回転・速度計測機器、寸法・変位計測機器などの生産設備関

連製品は第４四半期連結会計期間に入りやや減速感が見られました。トルク計測機器はモーター関連の

効率化のための引合が活発化しているものの、販売量はほぼ前連結会計年度並みとなりました。自動車

性能計測機器は、国内生産の回復などに加え新製品の投入により拡大基調となりました。音響・振動計

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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測機器については、新製品の投入により、静穏化・効率化のための開発・実験向け解析装置等の伸びが

ありました。 

「計測機器」は売上高がほぼ前連結会計年度並みとなったものの、新製品の投入効果等により利益率

が改善しました。また、受注から納入までのリードタイムが短いため、短期的な設備投資動向等の影響

を受けやすくなっており、第４四半期連結会計期間においてやや減速しました。 

  

＜特注試験装置及びサービス＞ 

「特注試験装置及びサービス」におきましては、自動車業界関連での開発投資に回復傾向が見られ、

またエンジニアリングサービス等も堅調であったことにより、受注高は82億１千６百万円（前連結会計

年度比22.2％増）となりました。売上高につきましては、期首受注残をほぼ計画どおり生産できたこと

などから、73億８千８百万円（前連結会計年度比19.2％増）となりました。損益面につきましては、生

産の進捗により損益分岐点を大きく越えたこと、全ての案件で仕様を明確化し、計画との差異の発生を

抑える取組みを継続したこと、またソフトウエアを含む付加価値の高い案件の比率が大きかったこと等

が貢献し、営業利益は11億１千４百万円（前連結会計年度比126.3％増）となりました。 

当セグメントの国内市場においては、HEVやEV等のドライブトレイン系の開発に関連する試験装置

や、音響振動に関するコンサルティング等が活発となっております。また海外市場においては、自動車

や二輪車等の生産に関わる品質管理用の試験装置が拡大しました。その一方で、円高の継続や中国での

減産などの影響により、第４四半期連結会計期間に入り設備投資に慎重姿勢が見られるようになってお

ります。当セグメントへの影響を引き続き注視してまいります。 

  

 ＜その他＞ 

「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務および当

社が所有する土地・建物の管理業務を行っております。 

当区分の外部顧客に対する売上高は１千２百万円(前連結会計年度比76.5％減)、営業利益は２百万円

(前連結会計年度は９百万円の営業損失)となりました。前連結会計年度は、同区分に属する子会社とし

て、労働者派遣業務を主たる業務とするユーテック（株）がありましたが、平成23年６月に解散いたし

ました。その影響により、売上高は前連結会計年度比で減少しましたが、営業損失は解消されました。

  

（参考）セグメント別の受注実績及び売上実績並びに営業利益実績 

 
(注) １  セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記金額は消費税を含んでおりません。 

  

  受注実績 （単位：百万円）

セグメントの名称 前連結会計年度 当連結会計年度 増減（金額） 増減（比率）

計測機器 4,365 4,392 27 0.6％

特注試験装置及びサービス 6,721 8,216 1,494 22.2％

その他 51 12 △39 △76.5％

合計 11,138 12,621 1,482 13.3％
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(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記金額は消費税を含んでおりません。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記金額は消費税を含んでおりません。 

  

  

② 次期連結会計年度の見通し  

今後の見通しにつきましては、円高が一服し、成長戦略としての政策効果も期待される一方、欧州債

務問題の継続や中国での減産などによる不透明な状況が続くものと予想されます。 

当社グループといたしましては、引き続き品質の向上とお客様視点での商品開発を進めるとともに、

収益性の良い計測機器の拡販と、特注試験装置の高付加価値化による利益率改善を継続してまいりま

す。また経営のあらゆる面でコスト管理を継続し、企業体質の強化を図り、業績のさらなる回復に努め

てまいります。 

なお、翌連結会計年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日）の連結業績予想としまして

は、売上高130億円、営業利益18億円、経常利益18億２千万円、当期純利益11億円を見込んでおりま

す。 

  

当連結会計年度末における資産合計は183億１千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ３千９

百万円減少しました。主な内訳は、現金及び預金の増加、売掛金の減少、たな卸資産の増加、取得予

定の本社隣接地一部支払による建設仮勘定の増加、投資有価証券評価による増加であります。  

当連結会計年度末における負債合計は39億８百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億１千２百

万円減少しました。主な内訳は、仕入債務の減少、社債の償還、長期借入金の全額返済によるもので

あります。 

  売上実績 （単位：百万円）

セグメントの名称 前連結会計年度 当連結会計年度 増減（金額） 増減（比率）

計測機器 4,397 4,393 △3 △0.1％

特注試験装置及びサービス 6,197 7,388 1,191 19.2％

その他 51 12 △39 △76.5％

合計 10,646 11,794 1,148 10.8％

  営業利益実績（△損失） （単位：百万円）

セグメントの名称 前連結会計年度 当連結会計年度 増減（金額） 増減（比率）

計測機器 370 408 37 10.1％

特注試験装置及びサービス 492 1,114 622 126.3％

その他 △ 9 2 12 ―

（調整額） 7 △0 △8 ―

合計 861 1,525 663 77.0％

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産）

（負債）
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当連結会計年度末における純資産は144億５百万円となり、前連結会計年度末と比べ９億７千２百

万円の増加となりました。これは主に、当期純利益の計上による増加、自己株式の取得による減少で

あります。 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ３億９千５百万円

(18.3％)増加し、25億６千３百万円となりました。 

 当連結会計年度に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、26億２千１百万円の増加となりました。収入の主な内訳

は、税金等調整前当期純利益の計上15億２千８百万円、売上債権の減少額10億２千５百万円であり、

支出の主な内訳は、たな卸資産の増加額４億２千８百万円、仕入債務の減少額２億６千３百万円であ

ります。 

 前連結会計年度と比較すると23億３千８百万円(828.7％)の収入の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、３億６千８百万円の支出となりました。支出の主な内訳

は、有形固定資産の取得による支出４億６百万円であり、収入の主な内訳は、保険積立金の解約によ

る収入４千７百万円であります。 

 前連結会計年度と比較すると１億７千７百万円(92.9％)の支出の増加となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、18億８千１百万円の支出となりました。主な内訳は、長期

借入金の全額返済10億円、社債の償還２億円、自己株式の取得額４億３百万円、配当金の支払額２億

７千５百万円であります。 

 前連結会計年度と比較すると10億６千万円(129.0％)の支出の増加となりました。 

 ③ 次期連結会計年度のキャッシュ・フローの見通し 

翌連結会計年度(自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日)のキャッシュ・フローの見通しであ

りますが、経常利益が増益となることが予測されるため、営業活動によるキャッシュ・フローも同様

に推移すると思われます。投資活動におきましては、土地の取得を含め設備投資に約８億２千万円を

予定しております。財務活動では、配当金の支払約４億円を予定しております。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
自己資本比率＝自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー／利払い 

（純資産）

② キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期

自己資本比率 (％) 67.4 74.1 71.7 73.2 78.6

時価ベースの 
自己資本比率

(％) 45.9 60.0 44.1 32.3 56.8

キャッシュ・フロー対
有利子負債比率

(年) 0.8 △3.7 4.9 4.3 ―

インタレスト・カバレ
ッジ・レシオ

(倍) 105.8 △21.9 22.4 13.3 187.9
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当社は、経営基盤の強化と将来の事業展開に備えるための内部留保充実を図るとともに、株主各位に

対する利益還元を経営の重要政策の一つとして認識し、業績に応じた継続的かつ安定的な配当を行うこ

とを基本方針としております。 

配当につきましては、取締役会決議による中間配当および株主総会決議による期末配当の年２回を行

うこととしております。 

当期の利益配当につきましては、期末配当予想を５円として公表しておりましたが、当期の業績を踏

まえ、期末配当を１株当たり10円とさせていただき、中間配当５円とあわせ、年間15円とさせていただ

く予定であります。 

なお、次期の利益配当につきましては、現時点での業績予想を前提に、１株当たり中間配当を５円、

期末配当を10円とさせていただく予定です。 

また、自己株式の取得・消却につきましても、株価動向や財務状況等を考慮しながら、機動的に実施

してまいります。 

  

当社グループの経営成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなも

のがありますが、これらに限定されるものではありません。 

 なお、本項に含まれる将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末（平成24年12月31日）現

在において、当社グループが判断したものであります。 

当社グループは、自動車業界関連、電機・電子業界関連が主要なユーザであります。当社グループの

業績は、これらの業界の研究開発投資動向ならびに生産動向に影響を受けております。 

 将来におきましても、特定業界からの需要の落ち込みにより影響を受ける可能性があります。 

有価証券等の金融資産を保有しているため、時価の変動により当社グループの経営成績および財政状

態等に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループは、事業の一部を外貨建てで行っており、為替予約により為替リスクヘッジに努めてお

ります。しかしながら、為替レートに予期しない大きな変動が生じた場合、当社グループの経営成績お

よび財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループの事業活動に関連し、様々な事由により、当社グループに対して訴訟その他の請求が提

起される可能性があり、その内容によっては当社グループの経営成績および財政状態等に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク

① 特定産業界への依存体質について

② 資産の保有リスク

③ 為替レートの変動について

④ 重要な訴訟等
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当社グループは、当社および子会社６社で構成され、計測機器の製造販売を主な内容とし、更に当事

業に関連する研究開発およびその他のサービス等の事業活動を展開しております。 

当社グループ各社の事業に係わる位置づけ、およびセグメントとの関連は、次のとおりであります。

なお、下記区分は、報告セグメントと同一の区分であります。 

 
(注) 1. 前連結会計年度（自平成23年１月１日 至平成23年12月31日）においては、特注試験装置の一部製造および

当社製品のエンジニアリングサービスを行う子会社として、小野測器カスタマーサービス㈱が存在しました

が、㈱小野測器宇都宮を存続会社として平成24年１月１日に合併いたしました。 

2. インド地域における当社製品の販売および特注試験装置の保守サービスの提供等を目的として、インド共和

国ハリヤナ州グルガオンにオノソッキインディア（Ono Sokki India Pvt.Ltd. 資本金３千万インドルピ

ー、代表取締役 峯清士）を設立し、平成24年９月１日より営業を開始いたしました。また、中華人民共和

国における当社製品の販売拡大および特注試験装置の保守サービスの充実等を目的として、上海市に上海小

野測器測量技術有限公司（Ono Sokki Shanghai Technology Co.,Ltd. 資本金３百万人民元、総経理 沼田

肇）を設立し、平成24年10月29日より業務を開始いたしました。 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

２．企業集団の状況

セグメントの名称 事業の内容 主な関係会社

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

計測機器

各種センサ類、回転・速度計
測機 器、寸法・変 位 計測 機
器、音響・振動計測機器、ト
ルク計測機器、自動車性能計
測機器、ソフトウェアおよび
これらのアッセンブルによる
データ解析機器等の製造販売

当社（研究開発・製造・販売）
㈱小野測器宇都宮（製造）
オノソッキテクノロジーインク（米国）（販売）
オノソッキ（タイランド）（タイ王国）（販売）
オノソッキインディア（インド共和国）（販売）
上海小野測器測量技術有限公司（中華人民共和国）（販
売）

特注試験装置及び
サービス

研究開発用途や品質管理用途
の特注試験装置の提供、音
響・振動に関するコンサルテ
ィングサービス、当社製品の
アフターサービス、エンジニ
アリングサービス等

当社（研究開発・製造・販売・サービス）
㈱小野測器宇都宮（製造・サービス）
オノソッキテクノロジーインク（米国）（製造・販売・
サービス）
オノソッキ（タイランド）（タイ王国）（販売・サービ
ス）
オノソッキインディア（インド共和国）（販売・サービ
ス）
上海小野測器測量技術有限公司（中華人民共和国）（販
売・サービス）

その他
損害保険代理業務および当社
が所有する土地・建物の管理
等

オノエンタープライズ㈱（サービス）
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当社グループは、「お客様視点で新価値商品を」という経営理念に則り、お客様に密着した製販一体

の活動を推し進め、より一層お客様にご満足頂ける新しい価値の提供を経営の基本方針としておりま

す。 

  

当社グループの経営課題は、いかなる状況においても利益を確保できる体質に改善していくというこ

とであります。そのために、中期的には「売上高営業利益率15％以上」、「フリー・キャッシュ・フロ

ーを改善するとともに、有利子負債額ゼロを目指し財務体質強化」を目標として、さらなる原価低減お

よび経費削減に努めてまいります。 

  

人材の育成と自己研鑽で、経営改善、業務改革を行い、挑戦し成長し続ける企業を目指すとともに、

環境に配慮し、法令を遵守した実直な経営で社会的責任を果たします。 

また、お客様に提供する全ての「ものづくり」の過程で、安心・安全の品質が創り込まれた商品を提

供してまいります。 

計測機器・試験装置におけるソフトウェアの比重が高まることに対応して、ソフトウェア開発のプロ

セス改善のためCMMI（Capability Maturity Model Integration）に取り組み、その定着とさらなる向

上を目指すことにより、ソフトウェアの品質および保守・メンテナンス性を高めてまいります。 

  

当社グループは、常に変化する経営環境に耐えうる低コスト体質の構築を図るとともに、人材の育成

により経営効率を高め、業績の回復、収益力の向上に取り組んでまいります。 

技術面におきましては、計測制御解析分野におけるシミュレーション技術を中核として、お客様の生

産性の向上と効率的な商品開発に寄与することを追求し、お客様に支持される新技術・新商品の開発に

取り組むことが重要な課題と認識しております。企画力、技術力による新しい価値の創造をめざし、お

客様対応力の強化と、研究開発のスピード化・効率化を図り、製品・サービスの付加価値を高めてまい

ります。 

生産面におきましては、品質管理・予算管理・納期管理の徹底を図り、品質の向上および収益の拡大

に取り組んでまいります。 

販売面におきましては、グローバル化が加速する市場環境への対応が重要な課題であり、当連結会計

年度におきましては、インド共和国と中華人民共和国に現地法人を設立しました。今後も引き続き人材

を育成し、アジアを中心とした新市場の開拓を進めてまいります。  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,168,169 2,563,865

受取手形及び売掛金 3,514,672 2,631,918

商品及び製品 376,145 429,656

仕掛品 915,483 1,280,981

原材料及び貯蔵品 388,807 402,646

繰延税金資産 174,261 100,810

その他 141,006 39,633

貸倒引当金 △165 △102

流動資産合計 7,678,380 7,449,409

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,095,562 9,187,099

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,053,224 △5,305,536

建物及び構築物（純額） 4,042,337 3,881,563

機械装置及び運搬具 1,596,420 1,632,457

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,265,979 △1,352,815

機械装置及び運搬具（純額） 330,440 279,641

工具、器具及び備品 1,932,127 2,000,786

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,758,010 △1,851,384

工具、器具及び備品（純額） 174,116 149,402

土地 5,069,488 5,069,488

リース資産 3,714 3,714

減価償却累計額 △2,228 △2,971

リース資産（純額） 1,485 742

建設仮勘定 850 225,500

有形固定資産合計 9,618,719 9,606,338

無形固定資産   

ソフトウエア 43,318 29,658

リース資産 4,959 3,485

その他 19,105 18,362

無形固定資産合計 67,383 51,507

投資その他の資産   

投資有価証券 718,027 927,046

従業員に対する長期貸付金 2,884 1,913

繰延税金資産 49,000 102,332

保険積立金 172,434 125,468

その他 47,635 50,379

貸倒引当金 △766 －

投資その他の資産合計 989,215 1,207,140
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

固定資産合計 10,675,317 10,864,986

資産合計 18,353,698 18,314,396

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,564,465 1,303,812

1年内返済予定の長期借入金 ※1  333,333 －

1年内償還予定の社債 200,000 －

リース債務 2,327 2,327

未払法人税等 39,740 72,381

未払費用 224,759 286,938

賞与引当金 22,635 39,872

災害損失引当金 21,902 －

前受金 29,421 173,674

その他 250,361 431,824

流動負債合計 2,688,945 2,310,832

固定負債   

長期借入金 ※1  666,666 －

リース債務 4,439 2,112

繰延税金負債 － 4,703

退職給付引当金 1,314,934 1,396,282

役員退職慰労引当金 157,824 157,431

環境対策引当金 15,768 15,768

その他 71,924 21,335

固定負債合計 2,231,557 1,597,633

負債合計 4,920,503 3,908,466

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,134,200 7,134,200

資本剰余金 2,293,355 2,293,355

利益剰余金 4,985,985 6,148,053

自己株式 △571,160 △975,118

株主資本合計 13,842,380 14,600,490

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △319,277 △130,992

為替換算調整勘定 △93,569 △72,558

その他の包括利益累計額合計 △412,847 △203,550

少数株主持分 3,662 8,990

純資産合計 13,433,195 14,405,930

負債純資産合計 18,353,698 18,314,396
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 10,646,686 11,794,961

売上原価 5,668,362 5,900,016

売上総利益 4,978,323 5,894,944

販売費及び一般管理費 ※1, ※4  4,116,517 ※1, ※4  4,369,549

営業利益 861,805 1,525,395

営業外収益   

受取利息 283 585

受取配当金 25,241 25,607

賃貸収入 14,325 15,040

その他 16,113 20,039

営業外収益合計 55,963 61,273

営業外費用   

支払利息 16,157 7,235

社債利息 1,794 67

売上割引 21,137 22,768

支払手数料 12,163 12,804

為替差損 9,288 －

その他 1,789 3,288

営業外費用合計 62,330 46,165

経常利益 855,439 1,540,502

特別利益   

固定資産売却益 － ※2  165

貸倒引当金戻入額 777 －

特別利益合計 777 165

特別損失   

退職給付制度終了損 － 12,374

固定資産除却損 ※3  810 ※3  62

投資有価証券評価損 33,237 －

災害による損失 ※5  29,713 －

特別損失合計 63,760 12,436

税金等調整前当期純利益 792,455 1,528,231

法人税、住民税及び事業税 30,553 77,854

法人税等調整額 △198,876 5,325

法人税等合計 △168,322 83,180

少数株主損益調整前当期純利益 960,777 1,445,050

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4,043 5,259

当期純利益 964,821 1,439,791
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 連結包括利益計算書 
(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 960,777 1,445,050

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △224,653 188,285

為替換算調整勘定 △5,754 21,079

その他の包括利益合計 △230,407 ※1  209,365

包括利益 730,369 1,654,416

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 733,373 1,649,087

少数株主に係る包括利益 △3,003 5,328
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（３）連結株主資本等変動計算書 
（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日
 至 平成24年12月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 7,134,200 7,134,200

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,134,200 7,134,200

資本剰余金   

当期首残高 3,151,013 2,293,355

当期変動額   

自己株式の処分 △46 －

自己株式の消却 △857,612 －

当期変動額合計 △857,658 －

当期末残高 2,293,355 2,293,355

利益剰余金   

当期首残高 4,021,163 4,985,985

当期変動額   

剰余金の配当 － △277,723

当期純利益 964,821 1,439,791

当期変動額合計 964,821 1,162,067

当期末残高 4,985,985 6,148,053

自己株式   

当期首残高 △1,343,141 △571,160

当期変動額   

自己株式の取得 △85,699 △403,957

自己株式の処分 68 －

自己株式の消却 857,612 －

当期変動額合計 771,981 △403,957

当期末残高 △571,160 △975,118

株主資本合計   

当期首残高 12,963,235 13,842,380

当期変動額   

剰余金の配当 － △277,723

当期純利益 964,821 1,439,791

自己株式の取得 △85,699 △403,957

自己株式の処分 22 －

当期変動額合計 879,144 758,109

当期末残高 13,842,380 14,600,490
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △94,624 △319,277

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △224,653 188,285

当期変動額合計 △224,653 188,285

当期末残高 △319,277 △130,992

為替換算調整勘定   

当期首残高 △86,775 △93,569

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,794 21,011

当期変動額合計 △6,794 21,011

当期末残高 △93,569 △72,558

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △181,399 △412,847

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △231,448 209,296

当期変動額合計 △231,448 209,296

当期末残高 △412,847 △203,550

少数株主持分   

当期首残高 6,666 3,662

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,003 5,328

当期変動額合計 △3,003 5,328

当期末残高 3,662 8,990

純資産合計   

当期首残高 12,788,502 13,433,195

当期変動額   

剰余金の配当 － △277,723

当期純利益 964,821 1,439,791

自己株式の取得 △85,699 △403,957

自己株式の処分 22 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △234,451 214,624

当期変動額合計 644,692 972,734

当期末残高 13,433,195 14,405,930
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日
 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 792,455 1,528,231

減価償却費 538,657 498,450

貸倒引当金の増減額（△は減少） △777 △829

賞与引当金の増減額（△は減少） 13,040 17,237

退職給付引当金の増減額（△は減少） 81,310 81,349

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 19,255 △392

受取利息及び受取配当金 △25,524 △26,192

支払利息 17,953 7,303

固定資産除却損 810 62

売上債権の増減額（△は増加） △1,463,480 1,025,169

たな卸資産の増減額（△は増加） △139,053 △428,828

仕入債務の増減額（△は減少） 567,199 △263,533

未払消費税等の増減額（△は減少） 22,165 △39,464

投資有価証券評価損益（△は益） 33,237 －

その他 △19,320 170,101

小計 437,928 2,568,662

利息及び配当金の受取額 25,524 26,192

利息の支払額 △21,265 △13,950

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △159,967 40,185

営業活動によるキャッシュ・フロー 282,220 2,621,090

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △195,709 △406,102

有形固定資産の売却による収入 － 165

無形固定資産の取得による支出 △1,174 △7,255

保険積立金の解約による収入 － 47,846

その他 5,691 △3,534

投資活動によるキャッシュ・フロー △191,192 △368,880

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △333,333 △1,000,000

社債の償還による支出 △400,000 △200,000

自己株式の純増減額（△は増加） △85,676 △403,957

配当金の支払額 △653 △275,604

リース債務の返済による支出 △2,033 △2,327

財務活動によるキャッシュ・フロー △821,697 △1,881,889

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,206 25,375

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △737,876 395,695

現金及び現金同等物の期首残高 2,906,046 2,168,169

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,168,169 ※1  2,563,865
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該当事項はありません。 

  

１  連結の範囲に関する事項 

    子会社６社は全て連結されております。 

    主要な連結子会社 

      ㈱小野測器宇都宮 

      オノエンタープライズ㈱ 

当連結会計年度より、会社設立によりオノソッキインディア（Ono Sokki India Pvt.Ltd.)および上

海小野測器測量技術有限公司（Ono Sokki Shanghai Technology Co.,Ltd.)を新たに連結の範囲に含め

ております。 

２  持分法の適用に関する事項 

非連結子会社および関連会社が存在しないため、該当する事項はありません。 

３  連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、オノソッキ(タイランド)の決算日は９月30日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。 

４  会計処理基準に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ①  有価証券 

        その他有価証券 

          時価のあるもの 

……連結決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定) 

          時価のないもの 

            ……移動平均法による原価法 

    ②  デリバティブ 

          ……時価法 

    ③  たな卸資産 

        主として、下記の評価基準および評価方法を採用しております。 

製品・半製品…総平均法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定) 

原材料…………移動平均法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定) 

仕掛品…………個別法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定) 

貯蔵品…………最終仕入原価法(貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定) 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ①  有形固定資産（リース資産を除く） 

……主として定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物      15～50年 

工具、器具及び備品  ２～６年 

    ②  無形固定資産（リース資産を除く） 

……定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年以内)に基づく定額

法を採用しております。 

    ③  リース資産 

……定額法(リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法) 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

    ①  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②  賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しており

ます。 

    ③  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、連結財務諸表提出会社においては、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上してお

ります。また、連結子会社においては簡便法を適用しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(３年)による定額法に

より按分した額を、発生時から費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

    ④  役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、取締役退職慰労金支給内規および監査役退職慰労金支給内

規に基づく期末要支給額を計上しております。 

    ⑤  環境対策引当金 

PCB(ポリ塩化ビフェニル)の処分等に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計

上しております。 

    ⑥ 災害損失引当金 

東日本大震災によって発生した建物等の修繕費の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金

額を計上しております。 
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  (4) 重要な収益及び費用の計上基準 

       完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

    1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を採用しております。 

    2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ① ヘッジ手段 

為替予約取引、通貨スワップ取引および金利スワップ取引(またはこれらの組み合わせによる取

引)を行うこととしております。 

      ② ヘッジ対象 

為替・金利等の市場価格の変動により将来キャッシュ・フローが変動するリスクのある資産また

は負債を対象としております。 

    3) ヘッジ方針 

為替変動リスクのある資産および負債については、為替予約および通貨スワップ等により為替リス

クをヘッジすることを基本としております。 

金利リスクのある資産および負債については、金利スワップ等により金利リスクをヘッジすること

を基本としております。 

    4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段およびヘッジ対象について、毎連結会計年度末(四半期連結会計期間末を含む)に、個別

取引毎のヘッジ効果を検証しておりますが、ヘッジ対象の資産または負債とデリバティブ取引につい

て、元本・利率・期間等の条件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いことから本検証を省略して

おります。 

  (6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

  (7) 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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1.会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

当連結会計年度の期首以降に行われる会計上の変更及び誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しており

ます。 

  

2.法人税等の税率の変更 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平

成23年法律第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日

以降に開始する連結会計年度から法人税率の引き下げおよび復興特別法人税の課税が行われることとな

りました。これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

40.6％から平成25年１月１日に開始する連結会計年度から平成27年１月１日に開始する連結会計年度に

解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見

込まれる一時差異については35.6％となります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額は15,210千円、繰延税金負債は581千円減少し、法人税等

調整額は13,832千円増加しております。 

  

※１  財務制限条項 

（前連結会計年度） 

当該長期借入金には以下の財務制限条項が付されております。 

①平成21年12月に終了する決算期以降、各年度の決算期末日における連結貸借対照表の純資産の部の金

額を、当該決算期の直前の決算期末日または平成20年12月期末日の連結貸借対照表の純資産の部の金

額のいずれか大きい方の75％以上を維持すること。 

②平成22年12月に終了する決算期以降、各年度の決算期末日における連結損益計算書の経常損益につい

て２期連続して経常損失を計上しないこと。 

 ２  コミットメントライン契約 

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関２行とコミットメントライン契約

を締結しております。当連結会計年度末におけるコミットメントライン契約に係る借入金未実行残高等

は次のとおりであります。 

 
  

(７)追加情報

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当連結会計年度 
(平成24年12月31日)

コミットメントライン総額 1,000,000千円 1,500,000千円

借入金実行残高 ― 千円 ― 千円

差引額 1,000,000千円 1,500,000千円
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※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は以下のとおりであります。 

 
  

※２  固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 
  

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

  

 
  

※５  (前連結会計年度) 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災による損失を計上しており、その内訳は次のとおりであり

ます。 

 
  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

給料及び手当 1,271,808千円 1,426,091千円

賞与引当金繰入額 8,168千円 13,547千円

退職給付費用 105,772千円 108,247千円

役員退職慰労引当金繰入額 26,086千円 20,699千円

減価償却費 102,422千円 79,806千円

研究開発費 1,187,553千円 1,210,554千円

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

機械装置及び運搬具 ― 165千円

計 ― 165千円

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

建物及び構築物 288千円 0千円

工具、器具及び備品 294千円 62千円

ソフトウェア 81千円 ―   

電話加入権 145千円 ―    

計 810千円 62千円

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

1,187,553千円 1,210,554千円

建物等資産の修繕費 22,918千円

損壊した資産の撤去費用 3,980千円

被災した取引先に対する復旧支援費用 2,624千円

その他 190千円

計 29,713千円
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当連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日) 

※1 その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

 
  

前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

発行済株式(普通株式)の減少は、取締役会決議による自己株式の消却によるものであります。 

  

２．自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

自己株式(普通株式)の増加は市場買付および単元未満株式の買取りによるものであり、減少は消却および

単元未満株式の買増しによるものであります。 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結包括利益計算書関係)

その他有価証券評価差額金

  当期発生額 208,010千円

  組替調整額   △0千円

    税効果調整前 208,010千円

    税効果額 △19,725千円

    その他有価証券評価差額金 188,285千円

為替換算調整勘定

  当期発生額 21,079千円

    税効果調整前 21,079千円

   為替換算調整勘定 21,079千円

その他の包括利益合計 209,365千円

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 30,250 ― 1,250 29,000

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 1,957 368 1,250 1,075

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年３月14日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 139,622 5.00 平成23年12月31日 平成24年３月15日
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当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
  

２．自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

自己株式(普通株式)の増加は市場買付および単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 
  

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 29,000 ― ― 29,000

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 1,075 1,205 ― 2,280

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成24年３月14日 
定時株主総会

普通株式 139,622 5.00 平成23年12月31日 平成24年３月15日

平成24年７月20日 
取締役会

普通株式 138,101 5.00 平成24年６月30日 平成24年８月24日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年３月15日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 267,193 10.00 平成24年12月31日 平成25年３月18日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

現金及び預金 2,168,169千円 2,563,865千円

現金及び現金同等物 2,168,169千円 2,563,865千円
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１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

当社グループは、顧客に提供する製品・サービスの特性をベースとして構成した、「計測機器」、「特

注試験装置及びサービス」の２つを報告セグメントとしております。 

「計測機器」は、各種センサ類、回転・速度計測機器、寸法・変位計測機器、音響・振動計測機器、ト

ルク計測機器、自動車性能計測機器、ソフトウェアおよびこれらのアッセンブルによるデータ解析機器等

であり、当社グループではこれらを主として見込生産により提供しております。「特注試験装置及びサー

ビス」は、研究開発用途や品質管理用途の特注試験装置の提供、音響・振動に関するコンサルティングサ

ービス、当社製品のアフターサービス、エンジニアリングサービス等を行っており、これらは個別受注生

産により対応しております。 

  

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日) 

 
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務および当社が所

有する土地・建物の管理業務、労働者派遣業を行っております。 

２  セグメント利益又はセグメント損失の調整額7,931千円は、セグメント間取引消去であります。 

３  セグメント利益又はセグメント損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４  「その他」の区分のうち、労働者派遣業を行っておりましたユーテック（株）は、平成23年６月に解散し、

平成23年10月26日に清算が結了いたしました。 

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

(単位：千円)

報告セグメント
その他

(注)１、４
合計

調整額 
(注)２、５

連結財務諸表
計上額 
(注)３計測機器

特注試験装置
及びサービス

計

売上高

  外部顧客への 
 売上高

4,397,175 6,197,590 10,594,766 51,920 10,646,686 ― 10,646,686

  セグメント間 
 の内部売上高 
 又は振替高

― ― ― 164,652 164,652 △ 164,652 ―

計 4,397,175 6,197,590 10,594,766 216,572 10,811,338 △ 164,652 10,646,686

セグメント利益 
又は損失(△）

370,899 492,388 863,287 △ 9,413 853,874 7,931 861,805

セグメント資産 6,661,790 8,666,800 15,328,591 50,885 15,379,476 2,974,221 18,353,698

その他の項目

  減価償却費  220,709  317,806 538,515 142 538,657 ― 538,657

  有形固定資産 
 及び無形固定 
 資産の増加額

 130,808  76,596 207,404 ― 207,404 ― 207,404
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５  セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び預金)、および長期投資資金(投資有価証券)であります。 

  

当連結会計年度(自  平成24年１月１日  至  平成24年12月31日) 

 
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務および当社が所

有する土地・建物の管理業務を行っております。 

２  セグメント利益の調整額 △200千円は、セグメント間取引消去であります。 

３  セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４  セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現金及び預金)、および長期投資資金(投資有価証券)であります。 

  

前連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

  

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 

(注)２、４

連結財務諸表
計上額 
(注)３計測機器

特注試験装置
及びサービス

計

売上高

  外部顧客への 
 売上高

4,393,860 7,388,899 11,782,759 12,201 11,794,961 ― 11,794,961

  セグメント間 
 の内部売上高 
 又は振替高

― ― ― 132,446 132,446 △132,446 ―

計 4,393,860 7,388,899 11,782,759 144,648 11,927,408 △132,446 11,794,961

セグメント利益 408,371 1,114,399 1,522,771 2,824 1,525,595 △200 1,525,395

セグメント資産 6,465,864 8,452,175 14,918,040 37,789 14,955,829 3,358,566 18,314,396

その他の項目

  減価償却費 215,495 282,886 498,382 67 498,450 ― 498,450

  有形固定資産 
 及び無形固定 
 資産の増加額

210,888 259,906 470,794 ― 470,794 ― 470,794

(関連情報)

(単位：千円)

日本 アジア 北米 欧州 その他 合計

9,331,124 967,118 280,163 53,773 14,505 10,646,686
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３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

当連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

トヨタ自動車㈱ 1,265,297 特注試験装置及びサービス

(単位：千円)

日本 アジア 北米 欧州 その他 合計

9,783,663 1,562,858 287,013 60,548 100,877 11,794,961

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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(注) １  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

３  １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

    該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

１株当たり純資産額 480.92円 538.82円

１株当たり当期純利益金額 34.39円 52.30円

項目
前連結会計年度

(平成23年12月31日)
当連結会計年度

(平成24年12月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 13,433,195 14,405,930

普通株式に係る純資産額(千円) 13,429,532 14,405,930

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり純
資産額の算定に用いられた普通株式に係る連結会計年
度末の純資産額との差額の主な内訳(千円)

 少数株主持分 3,662 8,990

普通株式の発行済株式数(千株) 29,000 29,000

普通株式の自己株式数(千株) 1,075 2,280

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株)

27,924 26,719

項目
前連結会計年度

(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年１月１日
至 平成24年12月31日)

当期純利益金額(千円) 964,821 1,439,791

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益金額(千円) 964,821 1,439,791

普通株式の期中平均株式数(千株) 28,058 27,526

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

  

１．新任取締役候補 

  取締役      猪瀬 潤 （現  当社執行役員 営業本部副本部長) 

  取締役      浜田 仁 （現  当社執行役員 管理本部副本部長) 

  取締役      橋本 善博（現  当社執行役員 技術本部副本部長) 

  

２．退任予定取締役 

    取締役     鈴木 隆雄(当社常勤顧問に就任予定) 

  

  

５．その他

（１）役員の異動

①  代表者の異動

②  その他の役員の異動(平成25年３月15日付予定)
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